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就学前教育における「保育」概念の変遷（その１）
－－教育と福祉の統一概念としての保育－－
君島 茂
はじめに
平成 18 年（2006）10 月に「認定こども園」制度が発足した。就学前の子どもの教育・保育と地域
における子育て支援とを総合的に提供する施設の開設が認められたのである。1
これまで、就学前の子どもの教育（3～5歳）は幼稚園で、保育（0～5歳）は保育所でという二元
制度によって乳幼児期の教育・保育は分断されてきた。幼児教育と託児保育という社会的ニーズの違
いから文部科学省（文部省）と厚生労働省（厚生省）という行政管轄の違いを生み出し、それが両者
の社会的機能の違いを殊更に強調することになり、結果として、教育と福祉の機能を統合した就学前
施設の設置を困難なものにしてきたのである。
新しく発足した「認定こども園」は、「就学前の教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設」
であり、幼保二元制度をそのまま残した上での窮余の一策ともいえる。
本稿は、就学前の教育から、どのような歴史過程を経て保育（福祉機能）が分離していったかにつ
いて、当時の法令や文書・文献をもとに跡づけようとするものである。紙幅の関係から 2回に分けて
掲載する予定であるので、最初に、本稿全体の枠組みを図で示し、論考の意図するところの理解をは
かっておきたい。
（その１）では、「保育＝保護養育」概念が教育と託児に分離していく過程について述べる。幼稚園
制度の確立当初の「保育」概念は、保護養育の意であり、保護と教育を合わせ持つ概念として捉えら
れていた（図 1－①）。しかし、幼稚園はその後、経済的にゆとりのある家庭の子どもを受け入れて
いく施設となっていった。これに対して、明治 20 年代から、社会的ニーズに応えて託児施設が開設
されていき、やがて社会事業として位置づけられ保育所を名乗るようになると、幼稚園はますます教
育機能を強調することになり、保護機能を弱めていった（図 1－②）。この関係は、戦後の学校教育
法（幼稚園）と児童福祉法（保育所）にも引き継がれ、むしろ強化されていったといえる（図 1－③）。
（その２）では、戦後の制度改革以降、特に経済の高度成長のもとで都市化、核家族化など社会環
境が急激に変化した昭和 30 年代以降を扱う。共働き世帯の増加、核家族化の進行などによって保育
施設への社会的需要が高まり、就学前の教育・保育におけるシェアにおいて幼稚園と保育所が拮抗す
る状況になっていった。このような事態を受けて、昭和 38 年（1963）に文部省・厚生省（いずれも
図 1 幼稚園・保育所の「保育」概念モデル
平安女学院大学研究年報 第 8号 2007
－ 1 －
ᤘ๺ 13ᐕ
(1938㨪)
ᤘ๺ 22ᐕ
(1947㨪)
ᤘ๺ 46ᐕ
(1971㨪)
ᐔᚑ 18ᐕ
(2006㨪)
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ሶߤ߽ߩ࠾࡯࠭
ⷫߩ࠾࡯࠭
ఽ┬⑔␩ᴺ
⹺ቯߎߤ߽࿦
ᰴ਎ઍ⢒ᚑ੐ᬺ␠ળ੐ᬺᴺ
ሶߤ߽ߩᮭ೑᧦⚂
࿑㧞
ᢎ⢒ ଻⼔ 㧔੃ఽ㧕
   㧔ᐜఽ㧕
㧔18ᱦᧂḩ㧕
Ԛᐜ⒩࿦(ቇᩞᢎ⢒ᴺ㨮ᤘ 22)଻⢒ᚲ(ఽ┬⑔␩ᴺ㨮ᤘ 22)
Ԝᢥㇱ⋭ޟᐜ⒩࿦ᢎ⢒ᜰዉᦠޠ(ᤘ 43)
ᢎ⢒
㧔⢒ᚑ㧕
଻⼔
ԝෘ↢⋭ޟ଻⢒ᚲ଻⢒ᜰ㊎ޠ(ᐔ 2)
㙃⼔
ԛᢥㇱ⋭࡮ෘ↢⋭ㅢ㆐(ᤘ 38)
ᢎ⢒ (଻⼔) ଻⢒
ᢎ⢒
Ԟ⹺ቯߎߤ߽࿦(ᐔ 16)
ᢎ⢒ 㙃⼔
ಠ଀
 ታ✢㧦㙃⢒࡮ᢎ⢒ᯏ⢻
 ⎕✢㧦଻⼔࡮㙃⼔ᯏ⢻
図 1 幼稚園・保育所の「保育」概念モデル
図 2 保育所（託児所）概念の変遷
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当時）の局長レベルでの調整がはかられ、「幼児の保育については、教育に関する事項を含み保育と
分離することはできない」との確認がなされた（図 1－④）。しかし、幼稚園教育要領を踏まえた教
育指導書の「内容」と保育所保育指針における「保育内容」とでは、依然としてそれぞれの立場から
する捉え方となっており、根本的な変化はもたらされなかった（図 1－⑤、図 1－⑥）。結局、「認定
こども園」の設置によって、教育・保育の機能上の違いをそのままにして両機能を包摂する施設の開
設を認め、教育と保育を一体のものとして運営できるよう妥協がはかられたのである（図 1－⑦）。
このような歴史的経過を踏まえて、「保育所」概念の変遷を図式化したものが図 2である。「親の
ニーズ」重視か「子どものニーズ」重視かを縦軸に、また「託児機能」中心か「教育機能」中心かを
横軸にし、「親のニーズに応える託児機能の施設」として出発した保育所が、戦後「子どものニーズ
に配慮する託児施設」へと転換をはかり、子どもの発達を保障する意識の高まりによって、「子ども
と親の双方のニーズに配慮する教育施設」を志向するようになってきている、ということを示したも
のである。
以下の考察で、「保育」概念を教育と福祉の統合概念として捉えることで、子どもの発達を保障す
る積極的な概念として位置づけることができることを示していきたい。
１．制度としての幼稚園「保育」
「保育」という用語がわが国で最初に使用されたのは、学校制度においてである。
最初の近代学校制度である「学制」（文部省布達第 13 号別冊、明 5＝1872）の第 22 章に「幼稚小
学ハ男女ノ子弟六歳迄ノモノ小学ニ入ル前ノ端緒ヲ教ルナリ」との規定があるが、幼稚園に相当する
「幼稚小学」は、実際に設置されることはなかった。そこで文部省（当時）は全国に模範を示そうと、
明治 9年（1876）に東京女子師範学校附属幼稚園保育法の議を決定し、翌年「東京女子師範学校附属
幼稚園規則」（明 10＝1877）を設け、わが国最初の幼稚園を開園した。
この「附属幼稚園規則」に「園中ニ在テハ保姆小児保育ノ責ニ任ス 故ニ附添人ヲ要セス」（第 7
条）「入園ノ小児ハ保育料トシテ一ヶ月二十五銭ヲ収ムヘシ」（第 8条）「小児保育ノ時間ハ毎日四時
間トス」（第 10 条）の文言があり、幼稚園での教育を「保育」という用語を使って表現している。
これについて林久雄は「当時国には幼稚園に関する規定がなかったことなどから、この幼稚園の規
定が国の規定同様にわが国のそれ以降の幼稚園の規準として大きな影響力をもっていたようである」
と指摘している。2
事実、その後に出された「教育令」（太政官布告第 40 号、明 12＝1879）の第 66 条では「各地方ニ
於テハ学齢以下ノ幼児ヲ保育センガ為ニ幼稚園ヲ設クルコトアルヘシ」となっており、それを受けた
文部省布達 7号「公私立幼稚園ノ保育法認可及開申方」（明 12＝1879）でも「公立幼稚園ノ保育法ハ
公立学校ノ教則同様文部卿ノ認可ヲ経ヘク私立幼稚園ノ保育法ハ私立学校ノ教則同様府知事県令ニ開
申スヘキ儀ト可心得此旨布達候事」となっている。林は「これ以来、保育という用語が幼稚園におけ
る教育を意味し、小学校以上の教育と一線を画する特徴をもったものとして使用されるようになっ
た」としている。3
ところで、先にあげた「附属幼稚園規則」の第 1条は「幼稚園開設ノ主旨ハ学齢未満ノ小児ヲシテ、
天賦ノ知覚ヲ開達シ、固有ノ心思ヲ啓発シ、身体ノ健全ヲ滋補シ、交際ノ情誼ヲ暁知シ、善良ノ言行
ヲ慣熟セシムルニ在リ」となっており、この文言から「教育」ではなく「保育」という用語を使用し
た根拠を読みとることはできない。しかし、4年後（明14＝1881）に改訂された「附属幼稚園規則」で
は「学齢未満ノ幼児ヲ保育シ家庭教育ヲ補ケ学校ノ基礎ヲナスモノトス」となっており、「保育」は、
①家庭教育の補完と、②就学準備教育として捉えられている。
制度発足当初の幼稚園は、設置の条件が当時としては高かったため、一部の上流階級や経済的に余
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裕のある家庭の子女のためのものとなり、政府が意図したようには普及しなかった。そこで国は文部
卿示諭（明 15＝1882）を各府県の学務課長宛に発して、「簡易幼稚園」を新設するよう働きかけた。
すなわち、「此種ノ幼稚園ニ在テハ編制ヲ簡易ニシ唯善ク幼児ヲ看護保育スルニ堪フル保姆ヲ得テ平
穏ニ遊嬉ヲナサシムルヲ得バ即チ可ナリ」として、「貧民力強者等ノ児童ニシテ父母其養育ヲ顧ミル
ニ暇アラザルモノ」を積極的に受け入れて、幼稚園教育の普及をはかるよう奨励したのである。4
同時に、当時、就学年齢に達していない子どもの小学校就学があとを絶たなかったため、普通学務
局長名で文部省達第 3号（明 17＝1884）を発し、「学齢未満ノ幼児ヲ学校ニ入レ学齢児童ト同一ノ教
育ヲ受ケシムルハ其害不尠候条右幼児ハ幼稚園ノ方法ニ因リ保育候様取計フヘシ此旨相達候事」とし
て、学齢未満の幼児に対しては「幼稚園ノ方法ニ因リ保育」することを指示している。その理由とし
て同文書は「心身ノ発育ヲ害スルコト不尠候ニ付」としている。5
このようなことから、当時の文部省当局者の認識は、幼稚園における教育は小学校教育と異なり、
発育への配慮がとくに必要で、「養育ヲ顧ミルニ暇アラザルモノ」の子どもを含めて「幼児ヲ看護保
育スル」ことであるというものであった。
このような曲折をへて、明治 32 年（1899）に文部省令「幼稚園保育及設備規則」が公布され、制
度確立期における幼稚園「保育」の概念が確立した。なお、「幼稚園保育及設備規則」の内容は、翌
年に制定された「小学校令施行規則」（文部省令、明 33＝1900）に引き継がれた。幼稚園「保育」は、
小学校「教育」との接続関係において法令的に位置づけられたのである。「小学校令施行規則」に示
された幼稚園「保育」の規定は、次の通りである。
第 195 条 幼稚園ハ満三歳ヨリ尋常小学校ニ就学スルマテノ幼児ヲ保育スルヲ以テ目的トス
第 196 条 幼児ヲ保育スルニハ其ノ心身ヲ健全ニ発達セシメ善良ナル習慣ヲ得シメ以テ家庭教育
ヲ補ハンコトヲ要ス
幼児ノ保育ハ其ノ心身発達ノ程度ニ副ハシムヘク其ノ会得シ難キ事項ヲ授ケ又ハ過度
ノ業ヲ為サシムルコトヲ得ス
第 197 条 幼児保育ノ項目ハ遊戯、唱歌、談話及手技トス
幼稚園「保育」の方法的独自性を「遊戯、唱歌、談話及手技」として明示したのである。
２．保育＝保護養育の主張
幼稚園制度の確立期における法令上の「保育」概念の位置づけは以上のようなものであるが、幼稚
園保育の現場で指導的立場にあった人たちの「保育」理解はどのようなものだったのだろうか。現場
をあずかる指導者たちは「保育の方法」について啓蒙書を書いている。主なものを列挙すると、次の
通りである。
豊田芙雄『保育の栞』（明 12＝1879）
林吾一編纂『幼稚保育編』（明 20＝1887）
寺井与三郎『幼稚園保育術』（明 20＝1887）
榎本常・平松三木枝編輯『幼稚保育の手引』（明 20＝1887）
エー・エル・ハウ『保育学初歩』（明 26＝1893）
エー・エル・ハウ『保育法講義録』（明 36＝1903）
東基吉『幼稚園保育法』（明 37＝1904）
しかし、これらはいずれも保育技術の書であって、「保育」の定義や意義について論じてはいない。
「保育」の意義について取り上げた最初の書は、中村五六の『保育法』（明 39=1906）である。中村は、
「保育」の意義について、次のように説明している。
凡そ言語には種々の意義を有して一定の解釈を下し難きもの少からず、茲に講説せんとする保
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育といふ語も亦其意義一にして足らずと雖も、今其字義によりて普通の解釈を下すときは、幼児
を保護養育するの意にして幼児教育の義に外ならず。既に幼児教育と云へば保育は教育の一部に
して教育の原理方法の外に立つべきものにあらず、唯普通に謂ふ教育と異なる所は、其の対象が
幼児に限らるゝありて、教育に対しては明かに全体と部分との関係を保つべきものなり。6
中村の所論は、「保育」とは「幼児を保護養育する」ことで「幼児教育」と同義であり、教育の対
象が幼児に限られるという点で「保育は教育の一部」である、というものである。内容的にいえば、
「保育」は即ち「幼児教育」だから、「保育」とは「幼児の心身を円満に発達せしむる」ことに他なら
ないということになる。
同様の解釈は、東基吉による教育辞書の説明にも引き継がれ、教育学の立場からする「保育」の定
義として定着していった。
〔保育とは〕幼児を保護養育する意にして、外国にはこれに適当せる文字を見ず。その意味は
畢竟教育の義に他ならざれども、たゞ其の対象を異にするのみ。……従って保育に於ては所謂教
育に於けるが如く外部より教授し又は外部的規範に依りて訓練する所の加動的作用を意味せず、
幼児の精神身体を保護して自然の発達を遂げしむる受動的作用を意味す。7
東の定義の特徴は、中村の論を一歩進めて、小学校の普通教育と異なる幼稚園保育を「受動的作用」、
即ち、方法としての消極教育にあるとしている点である。
しかし、当時、幼稚園保育の社会的役割について一般国民に十分な理解が得られていたわけではな
かった。東は「幼稚園に在りては単に其保育の方法の上に於てのみならず、更に保育の結果に付きて、
今尚異論の存するものあり」として、この時期の子どもは共同生活に耐えうる発達段階に達していな
いので保育は家庭で行うべしとする全面否定論（甲）と、十分完全な教育ができない職工労働者等の
家庭のためには必要であるとする条件的肯定論（乙）の二つの異論を紹介している。8
大正から昭和初期にかけての幼稚園「保育」は、小学校教育と託児所保育との狭間にあって、教育
方法上の独自性を主張し、社会的認知を受ける必要があったのである。和田実は『実験保育学』（フ
レーベル館出版部、昭 7＝1932）の中で「保育の意義」にふれて、次のように主張している。
幼稚園に於ける四歳乃至六歳の幼児を保護誘掖することは「保育」ではあるが「教育」ではな
いと云ふ様に解釈されて居った。……保育は教育に非ず、教育は小学校より始まると思惟するも
ののあるに至っては沙汰の限りと云わざるを得ぬ。又、医家の所謂「保育」とは単に、幼児を保
護養育することで、全然、教育の意味を含まれて居らぬ。……学校教育の始まる以前に教育がな
いと考へたのも、普通教育者の甚だしき僭越ではあるが、保護養育だけで、子供が完全に発達す
るものと考へた医家の独断にも感心することはできぬ。……幼児が生まれ落ちてから就学するに
至る迄は、幼児教育者の手に因って、教育的に保護養育を受け、教育的に感化誘導さるゝところ
がなければならぬ。是即ち幼児教育と称す可きものであって、後来の学校教育と性質上何等異る
可き筈のものではない。従って、幼稚園保育とは幼児教育の全体を意味するものであって、小学
校教育と共に等しく教育学の対象たる可きものであると思ふのである。9
大正末期から昭和初期にかけて幼稚園関係者は、幼稚園「保育」をめぐって、上記のような主張を
声だかに主張しなければならなくなった。それは、小学校教育との違いだけでなく、当時、急速に設
置されてきた託児所（保育所）にも対応しなければならなかったからである。
３．幼稚園「保育」の曲がり角
幼稚園制度は、その後「小学校令」から分離独立した「幼稚園令」（勅令第 74 号、大 15＝1926）お
よび「幼稚園令施行規則」（文部省令第 17 号、大 15＝1926）の制定によって完成をみることになる。
その主な条文を示すと次の通りである。
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〔幼稚園令〕
第 1 条 幼稚園ハ幼児ヲ保育シテ其ノ心身ヲ健全ニ発達セシメ善良ナル性情ヲ涵養シ家庭教育
ヲ補フヲ以テ目的トス
第 6 条 幼稚園ニ入園スルコトヲ得ルモノハ三歳ヨリ尋常小学校就学ノ始期ニ達スル迄ノ幼児
トス 但シ特別ノ事情アル場合ニ於テハ文部大臣ノ定ムル所ニ依リ三歳未満ノ幼児ヲ
入園セシムルコトヲ得
第 9 条 保姆ハ幼児ノ保育ヲ掌ル 保姆ハ女子ニシテ保姆免許状ヲ有スル者タルヘシ
第 13 条 幼稚園ノ設置廃止、保育項目及其ノ程度、編制並設備ニ関スル規定ハ文部大臣之ヲ定ム
〔幼稚園令施行規則〕
第 1 条 幼稚園ニ於テハ幼稚園令第 1条ノ旨趣ヲ遵守シテ幼児ヲ保育スヘシ
幼児ノ保育ハ其ノ心身発達ノ程度ニ副ハシムヘク其ノ会得シ難キ事項ヲ授ケ又ハ過度
ノ業ヲ為サシムルコトヲ得ス 常ニ幼児ノ心情及行儀ニ注意シテ之ヲ正シクセシメ又
常ニ善良ナル事例ヲ示シテ之ニ倣ハシムルコトヲ務ムヘシ
第 2 条 幼稚園ノ保育項目ハ遊戯、唱歌、観察、談話、手技等トス
これらの文言だけでは法改訂のねらいがわからないが、同時に出された文部省訓令第 9号「幼稚園
令及幼稚園令施行規則制定ノ要旨並施行上ノ注意事項」（大 15＝1926）には、そのねらいが次のよう
に記されている。
……殊ニ社会生活日ニ複雑ヲ加ヘ一家ノ事情意ヲ子女ノ教養ニ専ラニスルコト能ハサル者漸ク
多カラシムトスル今日ニ在リテハ幼稚園ノ任務ハ益々重要ノ度ヲ加ヘサルヲ得ス……
……父母共ニ労働ニ従事シ子女ニ対シテ家庭教育ヲ行フコト困難ナル者ノ多数居住セル地域ニ
在リテハ幼稚園ノ必要殊ニ痛切ナルモノアリ 今後幼稚園ハ此ノ如キ方面ニ普及発達セムコトヲ
期セサルヘカラス 随ツテ其ノ保育ノ時間ノ如キハ早朝ヨリ夕刻ニ及フモ亦可ナリト認ム 又幼
稚園ニ入園セシムヘキ幼児ノ年齢ニ就キテハ従来ノ規定ト同シク三歳ヨリ尋常小学校就学ノ始期
ニ達スルマテヲ原則トスルモ特別ノ事情アル場合ニ於テハ三歳未満ノ幼児ヲモ入園セシメ得ルコ
トトセリ……右ノ規定ニヨリ三歳未満ノ幼児ヲ収容セムトスルニハ相当ノ設備ヲ要スルコト論ヲ
俟タスト雖事情ノ許ス限リニ於テ適当ニ之ヲ実施スルハ当今ノ時勢ニ照ラシ亦極メテ必要ナリト
信ス10
幼稚園令第 6条に示されている通り、幼稚園においても長時間保育や 3歳未満児の保育を認めたの
だが、それは「父母共ニ労働ニ従事シ子女ニ対シテ家庭教育ヲ行フコト困難ナル者」が増大したため
で、幼稚園が託児機能を兼ねることは「当今ノ時勢ニ照ラシ亦極メテ必要ナリ」と判断したためであっ
た。
４．託児所「保育」の普及
わが国における最初の託児所は、明治 23 年（1890）に赤澤鐘美・仲子（ナカ）夫妻によって開か
れた家塾・新潟静修学校に付設した託児室だといわれている。同年（一説には明治 15 年、または同
20 年）に鳥取県の篤志家・筧雄平が農繁期に子どもを預かる託児所を開設してもいる。11
これらはいずれも農村部における託児所であって、篤志家の手で開設されたものであった。他方、
明治 20 年代から 30 年代の産業革命の進展にともなって、東京紡績株式会社付設託児所（明 27＝
1894）三井炭坑託児所（明 29＝1896）をはじめとする工場付設託児所が各地に開設されていった。
また、大都市の貧しい家庭の子どもたちを対象とする慈善的な保育施設として野口幽香の二葉幼稚園
（明 33＝1900、のち二葉保育園、さらに双葉保育園と改称）、石井十次の岡山孤児院附属愛染橋保育
所（明 42＝1909）などが設けられていった。明治 37 年（1904）には日露戦争で戦死した軍人遺族の
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ための出征軍人児童保管所（神戸）や軍人家族授産婦会幼児保育所（東京）などの戦時託児所もつく
られていった。そして、明治 41 年（1908）に内務省は、第 1回感化救済事業講習会を開催して、婦
人労働力確保の観点から保育事業を「感化救済事業」と位置づけ、少額ながら補助金を出すようにも
なった。このようにして、託児所は内務省管轄となり、その後における幼保二元制度の基盤がつくら
れていったのである。
先に示したように、文部省が幼稚園の長時間保育や 3歳未満児の保育を認めたとしても、保育料が
高く、かつ就園にあたって何ら公的な補助がない中では、大都市部の共働きや貧困家庭の子どもが就
園できる条件はなかった。むしろ貧困家庭の子どもの託児問題は、治安対策・労働対策の観点から内
務省の管轄とされ、託児所の設置は救済事業として取り組まれ、徐々に施設数は増大していった。12
これに対して、法令で定められていた幼稚園の託児機能はほとんど活用されることがなかった。こ
の間の事情について、城戸幡太郎は「『幼稚園令』が幼稚園を以て貧困児童の家庭教育を補ふものた
ることを認めたにも拘らず、幼稚園の経営に対しては補助をなさず、保育料の徴収を認可制度とした
ため一般に幼稚園の保育料は高く、貧困児童の入園が困難となったためである」と指摘している。13
このような実情であったので、託児機能に重点を置く保育所を、幼稚園とは別種の制度として確立
するよう求める運動が社会事業関係者によって展開されていった。託児所に関する法令制定の要望が
最初に表明されたのは「幼稚園令」が公布された大正 15 年（1926）の第 1回全国児童保護事業大会
においてである。その後、第 2回大会（昭 5＝1930）に提案された「託児所令案」では、「保育」「昼
間保育」「夜間保育」「収容保育」などの用語が頻繁に登場する。そして第 8回社会事業大会（昭 10＝
1935）で「保育所令」の制定を求める意見が出され、保育所に関する継続委員会が設けられた。同委
員会はその後「保育所令案要項」を作成して厚生大臣に建議を行っている（昭 13＝1938）。
結局、法令制定は実現しなかったが、昭和 13 年（1938）に「社会事業法」が成立し、同法の第 1
条 2号で「育児院」「託児所」が児童保護事業として認められたのである。また、同時に成立した厚
生省設置法（昭 13＝1938）によって、これらの事業を監督する官庁が内務省から新設された厚生省
（昭 13＝1938）へと移り、幼稚園は文部省の管轄下、託児所は厚生省の管轄下となる二元制度が確
立したのである。
林久雄は、「〔この頃から〕託児所を、保育所という名称でよぶ傾向が多くなり、ここでも保育とい
うことばが使用されるようになった。……この場合の保育ということばの意味内容は、幼稚園におけ
る保護教育のうち、保護の比重が多く、子守り的色彩が強かった。これは託児所が経済対策として救
貧、防貧的機能をもっていたことにもよろう」と指摘している。14
また、岡田正章は「託児所、託児場での子どもに対する働きかけは、単に託児とは表現しないで、
幼稚園同様『保育』という言葉が用いられてきた。それは、託児はただ荷物を預かるように、子ども
を預かるだけのこととなり、子どもの健やかな成長・発達をはかるという機能が軽視されがちとなる
という見解に基づくものであった」と述べている。15
それまで幼稚園が使用していた「保育＝保護養育」概念を、社会事業関係者が「子守的色彩」の強
い託児所においても使用するようになったことへの反発は、幼稚園関係者や幼児教育学者の間にかな
り根強く存在した。次の説明は、かなり後になってからの評価ではあるが、当時の雰囲気をよく伝え
ている言説といえよう。
大正末期から託児所関係者は、この保母・保育ということばをそのまま託児所に援用するばか
りでなく、託児所を保育所と改称する運動さえ展開した。16
幼稚園と保育所の「保育」概念をめぐる問題についていえば、戦前と戦後を断絶としてよりも連続
として捉えるほうがよいであろう。確かに戦後改革によって、新憲法と教育基本法（当時）のもとで
教育制度の民主化がはかられ、児童憲章のもとで児童福祉法が施行されて、子どもを教育と福祉の権
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利主体と捉える法的根拠が与えられた。しかしながら、「保育」をめぐる制度は、学校教育法と児童
福祉法という二元制度として、戦後にも引き継がれたのである。この間の事情を、文部省の初代初等
教育課長であった坂元彦太郎は、衆議院教育基本法案特別委員会（昭和 22 年＝1947.3.19）で次のよ
うに述べている。
何とかして一元化できないかということを話合ってみたのでございますが、しかしいずれも大
体似たような勢力でもありますし、……私どもとしては不本意でありましたが、両方とも自分た
ちの機能を発揮して、幼児教育のために尽くそう、そうして保育内容につきましては、幼稚園の
方でいろいろきめて、教育的なものを託児所の方でも見てもらおう、幼稚園におけるいろいろな
幼児の保護に対する施設については、厚生省の方でできるだけの援助をしてもらおうというよう
なところで、今折れ合って、両方とも並列していくという状態であります。17
このように、乳幼児期の子どもをめぐる教育と福祉の保障は、幼稚園と保育所という二つの制度に
分離したまま、さらに半世紀以上の道のりをたどらなければならなかったのである。この後の「保育」
をめぐる問題については、次回の論考で検討したい。
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Change of“Hoiku”concept in the preschool education（1）
－“Hoiku”as an integrated concept of“education and welfare”－
Shigeru KIMIJIMA
“Nintei-Kodomoen”, the new integrated preschool education system, started in 2006 in Japan. For over
a century, the preschool education facilities had been divided into two groups : day care centers which
focused attention on “care”, and kindergartens which emphasized “education”.
In the first paper（1）, I want to analyze the process of how this division occurred historically.
In the next paper（2）, I intend to discuss why the integrated concepts of “care” and “education” are
important for the future development of the preschool educational system.
Day nurseries gradually opened after the 1890's. They were soon positioned as a social welfare service,
and named “Hoiku-sho”（day care center）whereas the kindergarten would emphasize an educational
function. Such a dual system of preschool also succeeded in the postwar era, i.e. School Education Law
and Juvenile Welfare Law of 1947.
In the next paper（2）, the process in which the “Hoiku” concept is reevaluated to create an integrated
concept of “care” and “education” because of social changes such as urbanization and increasing nuclear
families after the 1960's. Through this paper, I will show that the “Hoiku” concept which includes “care”
and “education” is becoming a positive concept to better promote the development of infants and
toddlers.
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2006 年に「認定こども園」が発足した。これまで 100 年以上にわたって、就学前の教育は幼稚園
と保育所に分断されてきたが、新しく発足した「認定こども園」は、幼稚園と保育所の両方の機能を
兼ね備えた総合的な施設である。
本稿（その１）では、「保育」概念が「教育」と「保護」に分離していく過程を、当時の法令や文
献をもとに明らかにする。幼稚園制度の発足当初の「保育」概念は、教育と保護を統合した概念とし
て認識されていた。しかし、1890 年代から、託児所がだんだんと開設されてきて、やがて社会事業
として位置づけられ、「保育所」を名乗るようになると、幼稚園は教育機能を強調するようになって
いった。幼稚園と保育所のこのような二元制度は、戦後の学校教育法（1947）と児童福祉法（1947）
にも引き継がれていった。
次号（その２）では、1960 年代以降、経済の高度成長のもとで都市化、核家族化など社会環境が
急激に変化していく中で、「保育」概念がふたたび「保護と教育の統合」へと回帰していく過程を明
らかにする。
これらの考察を通して、「保育」概念が「教育と福祉を統合する」概念として捉え直され、乳幼児
期の子どもの発達を保障する積極的な概念となることを示したい。
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